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３）男女平等の意識を育てるために学校教育で必要なこと（表12）
学校教育の中で、男女平等の意識を育てるための試みとして、表12の９項目を挙げ、その必要
度について５段階でたずねた。
最も必要ととらえられていたのは、「生活指導や進路指導において、男女の別なく能力を活か
せるように配慮する」（67％）であった。次いで「異性を思いやる気持ちの大切さを教える」
（59％）、第３に「男女ともに衣食住にかかわる知識や技術、保育や介護の教育を充実させる」と
「性に対する正しい知識や性の尊厳、母性保護の重要性に対する学習を推進する」がそれぞれ、
54％である。これらの４点については、「必要」「どちらかというと必要」を合わせると、９割以
上の市民が必要であると考えており、学校教育での取り組みが期待されている。
①生活指導や進路指導において、男女の別なく能
力を活かせるように配慮する（1,106）�
②教科書.教材などの中で、人権の尊重.男女平等の
理念.男女の相互理解の記述を充実させる（1,133）�
③異性を思いやる気持ちの大切さを教える教育を
充実させる（1,136）�
④男女ともに、衣食住に関わる知識や技術、保育・
介護の教育を充実させる（1,136）�
⑤性に対する正しい知識や性の尊厳、母性保護の
重要性についての学習を推進する（1,137）�
⑥女性の人権や性の商品化について考える機会を
設ける（1,135）�
⑦教員や保護者などに男女平等の研修を推進する
（1,130）�
⑧管理職（校長や教頭）に女性を増やしていく（1,136）�
⑨出席簿の順番や持ち物の色など、固定的に男女
を分ける慣習をなくす（1,137）�
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表12　男女平等の意識を育てるために学校教育で必要なこと（％）�
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Ⅳ まとめ
本調査を通して明らかになった点と、そこからみえる課題をまとめると次のようである。
男女共同参画と男女平等について
○　政府や地方自治体のすすめる男女共同参画について知っていると回答した福井市民は全体の
５割弱であり、十分に認知されているとは言い難い。「男女共同参画社会の実現を21世紀の日本
の最重要課題と位置づけ、……施策の推進を図る」（男女共同参画社会基本法、附則）を目ざす
のであれば、それを実践する主体である市民に、その趣旨が性別や年齢層を超えて幅広く伝わる
よう、より積極的な方策が必要であろう。
○　男女共同参画社会の実現が必要な理由については、約６割の人が「男女ともに能力と個性を
発揮し多様な生き方を選択できるようにするため」と答えている。また、それが達成できない要
因は、家庭において家事、育児、介護を女性の役割とする意識があること、および社会全般に男
は仕事、女は家庭の意識があることであり、家庭と社会の性別役割分業意識が阻害要因になって
いると捉えている。特に女性にこの意識が強い。
○　重要な意思決定や施策作りの場へ女性がより多く参画することを、６割以上の人が望んでい
る。それを実現するためには、まず何よりも、女性の社会進出を支える条件整備、なかでも、保
育の施設やサービス、高齢者や病院の施設・介護サービスの充実が必要であると捉えている。同
時に、職場における周知徹底や、学校教育、社会教育・生涯教育の場で男女平等や相互の理解、
協力についての学習を充実させることへの要望も高い。
性別役割分業の実態と意識
○　仕事と家庭・地域のどちらを優先するかについて、男性の生き方については、第１に仕事優
先、次いで両立が望ましいと考えられている。他方、女性の生き方については、男女の回答に微
妙なねじれがみられる。全体の平均では両立が最も多く４割を超えているが、性別ごとに見ると、
女性の回答者は、まずは両立、次いで家庭優先を挙げ、男性の回答者は、第１に家庭優先を、つ
いで両立を挙げている。共働きがほぼ定着している福井において、女性は両立を望みながら、家
庭優先を望む男性との間の意識の差という問題を抱えていることがわかる。
○　実際の家庭内の役割分業についてみると、洗濯、食事の支度片づけを「全て女性が担当」が
６割以上、これに「主に女性が」を合わせると９割前後を女性が担当している。他方、男性が主
に担当しているのは、地域活動と車・電化製品や庭木の手入れである。家庭内で毎日行わなけれ
ばならない仕事の殆どは依然として女性が担っており、性別役割分業が家庭内で根強い実態が浮
かび上がる。男性は「仕事」を、女性は「仕事と家庭」の両方を担っているのである。ところで
就労形態をみると既述のように女性の６割は常勤であり、男性と労働時間に大差があるわけでは
ない。また残り４割のパート職にしても、近年、雇用形態はパートであれ労働時間は長時間であ
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る事例も多い。「男は外、女は内」の役割分業が、少なくとも仕事においては実質的に崩れてい
るにもかかわらず、家庭内の仕事の分担が一向に進まぬ点がネックとなっているといえるだろう。
○　男性の家事・育児・介護参加を促す方法として、７割の女性が、まずは家庭内の家事・保
育・介護の分担の見直しを挙げている点は、前項で述べた現状からうなずけるものがある。この
ほか、社会全体の仕組みを改める、勤務時間の弾力化、労働時間の短縮、育児・介護休暇の普及
や家庭や学校での次世代の教育も５割以上の人が必要と考えている。
○　本調査の回答者は、結婚しないこと、子どもをもたないこと、離婚することに対し、全国調
査と比較すると否定的な意識がより強い傾向が示された。しかし、年代別にみると若い層では肯
定派の割合が高いことから、この結果は回答者の年齢層が高いことも影響していると思われる。
職業観・労働観について
○　就業者の働く理由については、男女ともに、生計の維持が７割と最も多い。性別で見ると、
「働くのが当然だから」は男性が、「自由に使える金を得る」は女性がそれぞれ多く、有意な差が
みられた。職場の女性差別については、第１に賃金の差別が、次いで昇進、昇格の差別があげら
れている。特に男性は、女性が昇進昇格で差別されていること、また結婚や子どもの誕生で女性
が勤めにくい雰囲気があるととらえており、他方、女性は能力が正当に評価されないと感じてい
る。
○　女性の働き方については、子育て一時中断型を望ましいとみる人が４割強、継続型が４割弱
である。これを性別でみると、女性は一時中断型、男性は継続型をそれぞれ支持しており、有意
差がみられる。全国調査結果と比較すると、全国調査では継続型の支持が最も高く、福井との違
いがみられる。共働き率の高い福井において、女性が一時中断型を望むのは、前項で述べた家庭
内の役割分業の重さも関係していると思われる。ちなみに、一家の経済を中・長期的に考えれば、
女性が仕事を継続した方がキャリアや給与の面ではるかに有利であり、現に調査結果では男性は
女性以上にそれを望んでいる。しかし、現実の問題として、男女がともに、仕事と家庭生活のバ
ランスをとるために必要な手立てや配慮がなされなければ、このギャップを埋めることはできな
いだろう。
この点にかかわって、女性が働き続けるために必要な社会的支援についての問いでは、第１に、
仕事と家庭の両立に対する職場の理解・協力（約７割）、次いで夫や家族の理解・協力（６割）、
第３に育児・介護に対する支援や施設、サービスの充実（５割弱）が挙げられている。すでに方
策はみえており、あとは実現のための個人レベル、社会レベルでの意欲や実践力、実行力が問わ
れている。
子育て観について
次世代の子どもたちをどう育てるかは、21世紀の男女共同参画社会を考えるうえで、重要な課
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題であり、その意味で本調査の結果は興味深い。
子育てについては、男女の別なく「生まれ持った個性や才能を活かして育てる」「経済的に自
立できるように育てる」「炊事、洗濯などの家事の技術を身につけさせる」ことについて回答者
の６～７割が賛意を示している。「どちらかというと賛成」も入れると、いずれも賛成は９割以
上であり、性別にかかわらず経済的にも生活的にも自立し、可能性を伸ばしてほしいと明確に願
っていることがうかがわれる。
しかし、その一方で、「女（男）らしく」育てることに４割が賛成し、また将来、女子には明
るく円満で心豊かなくらしを、男子には社会的な信用や経済的な豊かさを望むなど、現実社会に
おけるジェンダー規範に合わせた子どもへの期待もうかがわれる。
学校教育に求められるもの
男女平等の意識を育てるために学校教育で必要なこととしては、まず第１に、約７割の人が
「生活指導や進路指導で男女の別なく能力を生かせるような配慮」を求めている。次いで「異性
への思いやりやパートナーシップについての教育」（６割）が、さらに「男女ともに衣食住にか
かわる知識・技術の習得や保育・介護の教育の充実」および「性に対する知識や尊厳、母性保護
についての学習の推進」（５割強）が求められている。これらに「どちらかといえば必要」を合
わせると、４つのどの項目も９割以上の人が必要と考えており、次世代の子どもたちにつけたい
力について、学校教育に対し、明快なイメージをもっていることがうかがわれる。
以上の調査結果をうけ、最後に、学校教育がとりくむ課題や可能性について整理してみたい。
まず第１の「性別にかかわらず能力を生かせる配慮」は、進路指導や生活指導にかぎらず、学
級活動や学校行事のさまざまな場面で、また教科学習の中で、生徒への問いかけや励ましとして
実践できる課題である。教師一人ひとりの、また教師集団の、教育におけるジェンダー・バイヤ
スを取り除こうとする意識が問われている５）。
第２の「異性への思いやりやパートナーシップ」は、学級活動や学校行事の体験の中で、ある
いは道徳の時間や家庭科、保健の教科学習で考えさせることができる。
第３の「衣食住にかかわる生活知識・技術や保育・介護の教育」については、小学校から高校
までの男女必修の家庭科の学習内容が、これに当たる。本調査でも明らかな家事の女性負担の圧
倒的な偏重を変えていくためにも、男女ともに生活技術や保育・介護の知識・技術を身につけさ
せ、生活を慈しみ、楽しむ能力や意欲を育てることは重要であろう。生活知識や技術だけでなく、
現代の家族や家庭生活のかかえる問題をみつめ、個人や社会でどうしたら解決できるかについて
調べたり考えたりする学習も家庭科の重要な柱である。
また、第４の、「性に対する知識や命の尊厳、母性保護についての知識や理解」も、保健や家
庭科の授業のなかで学ぶことのできる内容である。
実は、これら教育における取り組みについては、内閣府が2001年に策定した男女参画基本計画
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のなかの具体的施策の10の柱のひとつ「教育・学習の充実」のなかで、学校教育全体を通じた指
導の充実とともに、家庭科教育の充実の重要性が述べられている６）。しかし、このことを認識し
ている学校関係者は甚だ少ない。
日本の場合、学校教育の中での教科の位置づけは、往々にして受験との関係で優越がつけられ、
いわゆる５教科重視の中で、それ以外の教科は時間数も少ないのが現状である。しかし、現実の
家庭や社会の問題とつなげ、将来を見据えながら、次世代の子どもたちにどんな力をつけていき
たいかの議論をしていくと、学校空間の中だけでは見えないものがみえてくる。こうした議論を
もっと活発に行い、それを教育の中身に反映させていく必要があるだろう。その際には、教育関
係者だけでなく、広く市民一般の、生活に根ざした想いや願いを掘り起こすことも重要である。
本調査の結果は、そのことを、私たちに提起しているといえるだろう。
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